
 
 

1 
 

平成 29 年度「不動産市場に関する国内投資家調査」の概要（抜粋） 

 

※本資料は、下記の２．調査事項 1)～4)のうち、「3)特定用途及び条件付き不動産への投資姿勢」

の「(5) ＥＳＧに配慮した不動産への投資意向」の回答を抜粋したものです。調査結果の全体につい

ては、国土交通省ホームページ「不動産市場に関する国内投資家調査」をご参照下さい。

（http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/totikensangyo_tk5_000112.html 

 

平成 30 年 6 月 

国土交通省 土地・建設産業局 不動産市場整備課 

 
調査実施概要 

１．調査目的 
不動産投資家を対象とする調査を通じ、不動産投資の動向や、投資家のニーズ・課題等を継

続的に把握することで、政策課題検討を行うことを目的とする。 
２．調査事項 

1) 各社の不動産への投資姿勢 
2) 投資している不動産の立地地域 
3) 特定用途及び条件付き不動産への投資姿勢 
4) 我が国の不動産投資市場への認識・評価 

３．調査対象：以下の 4 つのカテゴリーに属する機関・企業（以下、企業等）、合計 972。 
1) 企業年金：企業年金基金、厚生年金基金 
2) J リート、私募リート、私募ファンド：J リート、私募リート又は私募ファンドの運用機

関 
3) 金融機関：都市銀行、信託銀行・信託会社、地方銀行、外国銀行、リース会社、生命保

険会社、損害保険会社等 
4) 事業会社：不動産会社、建設会社等 

４．調査方法：郵送調査（調査票の郵送による送付・回収） 
５．回収結果：有効回答数 301（有効回答率 31.0％） 
６．調査期間：平成 30 年 2 月 6 日～2 月 22 日 
７．調査実施会社：(一財)土地総合研究所 
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図表 0-1 調査対象及び有効回答の企業等別内訳 

 有効回答数 （参考）調査対象数 

度数 ％ 度数 ％ 

1 企業年金 46 (15.3%) 179 (18.4%) 

2 J リート、私募リート、私募ファンド 90 (29.9%) 63 (6.5%) 

3 金融機関 68 (22.6%) 213 (21.9%) 

4 事業会社 89 (29.6%) 517 (53.2%) 

無回答 8 (2.7%) － － 

計 301 (100.0%) 972 (100.0%) 

（注）有効回答数の属性の分類は、回答企業の選択によるもので、調査対象上の属性の分類は、調査実施会社によるものである。その

ため、それぞれの分類は必ずしも一致するものではない。 

 
 
１．本調査における「投資」とは、以下の通り。 

1) 企業年金：不動産（信託受益権を含む。以下同じ。）および不動産証券化商品の取得 
2) J リート、私募リート、私募ファンド：不動産の取得 
3) 金融機関：不動産、不動産証券化商品および不動産を裏付けとする債券の取得 

     不動産への融資（事業会社に対するノンリコースローン、証券化ビークルへ 
     の融資） 

4) 事業会社：不動産の取得・開発、不動産証券化商品の取得 
なお、投資一任業務又は投資助言業務を主としている会社にあっては、顧客企業による投資を

念頭に置く。 
２．本調査における「不動産」とは販売用不動産を含む。 
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３ 特定用途及び条件付き不動産への投資姿勢 

 

（５）ＥＳＧに配慮した不動産への投資意向 
 
 ESG（注 1）に配慮した不動産への投資意向では、「現在、ESG に配慮した不動産投資は行っ

ておらず、今後も投資を考えていない」の割合が最も高い。 
 属性別に見ると、「現在、ESG に配慮した不動産投資を行っている」割合が最も高いのは「J
リート、私募リート、私募ファンド」で、「現在、ESG に配慮した不動産投資は行っていないが、

今後投資を考えている」も含めると、7 割に達する。 
 ESG に配慮した不動産投資を行う理由では、「ステークホルダー（様々な利害関係者）が ESG
投資を重視しているため」の割合が最も高い。また、いずれの理由についても、今後 1 年間より、

今後 3～5 年について当てはまるとの回答の方が多い。 
 ESG に配慮した不動産投資判断時における RPI（責任不動産投資）（注 2）の重視度では、「省

エネルギー」を挙げる回答が最も多い。 
 ESG に配慮した不動産投資判断時における諸要素の重視度では、おおむねどの項目も 8 割程度

が「重視する」と回答している。 
 
（注 1）「ESG」とは、環境（Environment）・社会（Society）・ガバナンス（Governance）の略

称。2006 年に国連が公表した責任投資原則（PRI（Principles for Responsible Investment））に

おいて、投資家が投資の意思決定のプロセスに ESG 課題を組み込むこと等の考え方が提唱されて

いる。 
（注 2）「RPI（責任不動産投資）」とは、PRI を受けて、UNEP FI（国連環境計画金融イニシア

ティブ）不動産ワーキンググループが推進する PRI を不動産投資に適用した考え方。 
 
図表 3-12 ESG に配慮した不動産への投資意向（単回答） 

 
（注）無回答を除く。 
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図表 3-13 ESG に配慮した不動産投資を行う理由（全体 複数回答） 

 
（注）「現在ESG に配慮した不動産投資を行っている」、または「現在ESGに配慮した不動産投資は行っていないが、今後投資を考えてい

る」と回答した企業等を対象に集計。 

 
図表3-14 ESGに配慮した不動産投資判断時におけるRPI（責任不動産投資）の重視度（全体 複数回答） 

 
（注）「現在ESG に配慮した不動産投資を行っている」、または「現在ESGに配慮した不動産投資は行っていないが、今後投資を考えてい

る」と回答した企業等を対象に集計。 
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①株式投信等（不動産以外の金融商品）の分野で、ESG投資が

注目されているため

②ステークホルダー（様々な利害関係者）がESG投資を重視し

ているため

③CSR等を考慮し責任投資を行うのが妥当と判断

④入居者や入居企業のESGに配慮した不動産に対するニーズ

が高まると判断

⑤キャッシュフローの見通し（インカムゲイン）が良くなると判断

⑥物件の売却益の見通し（キャピタルゲイン）が良くなると判断
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①省エネルギー（省エネルギーのための設備改良、グリーン発電

およびグリーン電力購入、エネルギー効率の高い建物など）

②環境保護（節水、固形廃棄物のリサイクル、生物多様性保全な

ど）

③自発的認証制度（環境不動産認証、認証を受けた持続可能な

木材による仕上げなど）

④歩行に適した都市整備（公共交通指向型都市開発、歩行に適

したコミュニティー、複合用途開発など）

⑤都市再生と不動産の利用変化への柔軟性（既存の市街地再開

発、柔軟に変更可能なインテリア、汚染土壌地の再開発など）

⑥安全衛生（敷地内の保安、自然災害の防止策、救急対応の備

えなど）

⑦労働者福祉（構内託児所、広場、室内環境のクオリティー、バリ

アフリーデザインなど）

⑧企業市民（法規の遵守、持続可能性の開示と報告、社外取締

役の任命、国連責任投資原則のような任意規約の採択、ステーク

ホルダーとの関わりなど）

⑨社会的公正性とコミュニティー開発（低所得者向け住宅供給、コ

ミュニティーの雇用研修プログラム、公正な労働慣行など）

⑩地域市民としての活動（質の高いデザイン、近隣への影響の極

小化、地域に配慮した建設プロセス、コミュニティー福祉など）
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図表 3-15 ESG に配慮した不動産投資判断時における諸要素の重視度（全体 単回答） 

 
（注）無回答を除く。 
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